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大刀洗町について

人口：15,651
世帯：5,579
面積：22.84㎢
高齢化率：25.9％

４小学校区、２５行政区。
区長は現在、非常勤の特別職として町が委嘱。

※人口、世帯は令和元年６月末現在



大堰校区
（憩いの園大堰交流センター）

○人口 ： ２,３１６人
○世帯数 ： ７６７世帯
○高齢化率 ： ３３.7％

本郷校区
（ふれあいセンター）
○人口 ： ４,３７０人
○世帯数 ： １,４８４世帯
○高齢化率 ： ２7.１％

大刀洗校区
（南部コミュニティセンター）
○人口 ： ３,０８６人
○世帯数 ： １,０８９世帯
○高齢化率 ： ２９.９％

菊池校区
(就業改善センター)

○人口 ：５,４４８人
○世帯数 ：２,０２８世帯
○高齢化率 ： ２１.２％



本日の流れ

①大刀洗町の校区コミュニティ自主運営までの流れ

②校区コミュニティを形成する上でのポイント

③行政の関わりについて



1-1 校区を中心とした地域づくりを行うよう
になったきっかけ

これからの行政は人口減少と少子高齢化により、

拡大する公共領域を行政だけで担うことは困難。

公共領域を担う多様な主体が必要

今後、地域づくりは不可欠



1-2 校区コミュニティの自主運営までの流れ

H２１年度 指導員（嘱託職員）を配置し、校区センターを常時開館。

（以前は、貸館で鍵は区長か役場に借りに来ないといけなかった。）

H２２年度 役場職員（課長職）を配置し、センターの独自運営にむけ

た地域との調整。

H２３年度 センターの独自運営にむけ、各センター役員が検討。

H２４年度 役場職員完全引き上げ。地域住民で運営が開始



1-3 ねらい
地域コミュニティの活性化を図るため、各校区センターに職員を配置し、
各校区センターへの管理運営業務に従事させるともに、まちづくり活動を
行う団体や町民の自主的な地域活動を支援・育成する。

このことに伴い、管理運営委員会の事務局業務は各校区センターに配
置する職員の業務に位置づける。

また、各校区センターが地域コミュニティ活性化のために利用できる統
合補助金の交付や町民団体からの発案による地域づくり事業を支援する
仕組みを検討する。

（平成22年１月13日全員協議会提出資料）



2-1 校区コミュニティの活性化を進める上で

大刀洗町が地域づくりで大事にしていること。

「対話」（ダイアローグ）

対話とは、「討論（ディベート）」のように、物事に
白黒をはっきりつけるようなやり方ではなく、相
手の意見を最大限尊重し、相手の立場に立つこ
とで新たな解決策を導く話し合いのスタイルです。
対話のメリットは、多様な意見がでる、参加によ
る気づき、関係性（つながり）が構築される。前向
きな次のアクションにつながるなど様々です。



コミュニティセンターで何ができる？

地域がコミットするセンターに！



地域でこんなことやってみたい！



課題解決より未来創造
みんなで課題をほじくって
不幸のどん底から立ち上がるよりも。。。

まずは「自分」ができるところから！



事例紹介 大堰校区

ホタルの保全活動



事例紹介 大堰校区

ホタルの保全活動

河川の環境保全活動



事例紹介 本郷校区

“人生を楽しくカッコよく”をテーマに健康づくり

ラジオ体操 健康体操



事例紹介 本郷校区
“人生を楽しくカッコよく”をテーマに健康づくり

ウォーキング 案山子づくり



事例紹介 大刀洗校区

校区巡回バス

２度の試行運転の末、
平成29年12月より３回
目の試行運転開始。

ルートを買い物と病院に
特化し作成した結果、
大成功！



事例紹介 大刀洗校区



できる・できないの議論を重ねるのではなく

「走らせてみる」ことを前提に、地域に合った
運行計画を、地域で立てる

※誰も利用しないのであれば、改善・中止すればよい。

１００ の議論より、１の実行



事例紹介 菊地校区

カラオケ

カラオケを通じて、楽しく
健康づくり、仲間づくり



3-1 行政の関わりについて
財政支援

・４校区一律３００万円の補助金。

（事務局人件費、清掃費、消耗品費、事
業費等）

・コミュニティ助成事業（２５０万円上限）

・集落支援員配置（一人年６０万円）
（４校区に配置）

その他支援

・月１回のセンター長会議にて、各校区
の情報共有

・ＦＢによる情報発信支援

・視察研修先の情報提供

・県などの情報を提供。



3-2 自主運営後の主な出来事
平成２５年度～平成27年度 地域おこし協力隊による企画取組支援。

平成２８年度 「公共空間活性化補助金支援事業」スタート。

平成２９年度 「新しい地域コミュニティーフォーラム」開催。

平成３０年度 第５次総合計画策定に合わせて、住民ワークショップを経て、

「校区別構想」作成。



校区コミセンもFacebookへ！



センターの情報をリアルに発信



地域おこし協力隊が活躍

センターの活用を企画



地域おこし協力隊がメイン料理を作りもてなす。
参加される地域の方は、得意な料理があれば、
自由に持ち寄り、一緒に食事を楽しむ企画。

私たちの学校

おひゅぎんランチ

地域の方々の得意なことをみんなで教わる。
手を動かし、ものづくりをしながら、コミュニティを
つくっていく。





「もっと使ってほしい」制度を作る

公共空間活性化補助事業

校区センター等でイベントを開
催した際に、最大３万円の補助。

（例）過去開催企画
・サマーマルシェ
・笑いヨガ教室
・ガラス細工教室
・産前産後サポートフェア

等



新しい地域コミュニティフォーラム

10年の節目に今までの取組を振り返り、今
後どう進めていくかを話合いました。



総合計画校区別構想

未来を担う中高生
も多く参加しました。





3-3 組織体系について
地域振興課長

企画係 ４名 自治振興係 ３名 電算係 2名

※係長は課長と兼務。
電算のこと

・区長会、校区コミュニティ
・ふるさと納税
・観光
・ドリームまつり
・海外事業
・枝豆収穫祭
・ＮＰＯ、ボランティア
・地域おこし協力隊など

・総合計画、地方創生
・ＰＦＩ事業、空き家バンク
・広報、情報発信
・公共交通 など



まとめ
【成果】

①各校区、自立して、多くの方が参画し校区センターを運営している。

②対話を軸に「やりたい」を引き出した結果、新たな企画が多く出てきて、地域
の活性化につながっている。 （認知症ＳＯＳ、塾、パソコン教室、健康講座、
ダーツ教室、過去の豪雨災害の冊子作成、災害机上訓練、等々）

③校区を中心として、各行政区間のつながりも深まってきている。

【課題】

①取組を進めて、１１年目となり、地域の担い手が高齢化している。

→現在、市町村研修所の四王寺塾（先進地視察）で課題解決策を研究中！



ご清聴ありがとうございました。


